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1. PhoCusWright 社 TRAVstats, March 23, 2004 

Amtrak Now Selling 25% Online 

アムトラック、オンライン化率 25％に拡大 
 
Amtrak 旅客が、オンライン購入に走っている。 2003 会計年度（2003 年 9 月終了）の

Amtrak 切符販売のオンライン化率は、継続して増加し 24％に達している。 このオンラ

イン化率は、クルーズ業界のそれを上回っている。 そして、Amtrak は、2005 年までに

は、法人企業や提携する旅行社と、ダイレクトリンクを計画中だ。 Amtrak の 2003 年度

の旅客総収入は、14 億ドル（1,540 億円）で、その内オンライン販売は約 3 億 3 千万ドル

（363 億円）となっている。 PhoCusWright 社の予測によれば、Amtrak のオンライン販

売は、2004 年には＄430M（473 億円）、2006 年には＄700M（770 億円）に達すると予測

されている。 オンライン化率は、2004 年に 30％を超え、2005 年には 40％近くになるだ

ろう。 2004 年会計年度の最初の 5 ヶ月で、Amtrak は 225,000 人の新規登録者を獲得し、

総登録者数は 3 百万人を超えた。（2003 年の年間の新規登録者数は 517,800 人） 
 
Amtrak は、時折▲5％のオンライン割引プロモーションを実施して、オンライン販売の拡

大を試みている。 そして Expedia や Travelocity に宣伝を載せているが、インベントリ

ー管理は自社で行い、それらのサイトでの切符販売は実施していない。 しかし、

Travelocity Business を通じて、法人企業販売の拡大を今年中に計画、2005 年には法人企

業や提携旅行社とのダイレクトリンクを実施する予定だ。 この計画に必要となる資金は、

Amtrak の 2005 年の資金計画に折込済みであるが、政府の承認が必要とされる。 
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2. Forrester Research, March 26, 2004 

Business Traveler Attitudes And Behaviors 

オンライン法人旅行者の習性（抜粋） 
 
法人旅行需要の回復の兆し（控えめであるが）が見え始めている。 企業の多くは、今年

は、出張を増加させる予定であるが、予算を増加させる事はしない。 その結果、オンラ

インによる単価の安い出張が、より多く計画されるだろう。 Forrester 社のレポートの要

約を以下にまとめる。 
 

 企業の出張者は、2003 年に 2002 年と同じ回数の出張を、▲13％削減した予算で消化

している。 需要回復の兆しがあるとはいえ、トラベル・サプライヤーや旅行社にと

っては、それは収入増に必ずしも結びつく訳では無い。 40％以上の企業（従業員 250
人以下）は、トラベル・サプライヤーとの間で、法人ネゴレート契約を保有していな

いようだ。 ビジネストラベラーは、10 人中 8 人がオンライン経験を有し、38％がブ

ロードバンドに加入している。 
 法人旅行は、マネッジとアンマネッジの二つに分けられる。 法人旅行需要の半分以

上がアンマネッジで、何処の旅行社にも帰属していない、選り取りみどりの“オイシ

イ”需要である。 ビジネストラベラーの 1/3 以上が、彼等の出張をオンライン購入

している。 そして、10 回の出張の内、6 回近くをオンライン購入している。 
マネッジ ＝ managed   出張規程に縛られたビジネストラベル 
アンマネッジ＝unmanaged 出張規程に縛られないビジネストラベル、（会社が規定

を持っていない） 
 7 人に 1 人のビジネストラベラーが、E-travel や Worldspan Trip Manager のビジネ

ストラベル予約エンジンにアクセスしている。 これらのエンジンは、利用者の 60％
以上の旅行を取り扱っているものの、多くの利用者は、機能の改善を望んでいる。 

 ビジネストラベラーは、1 週間に 92 通の不要な e-メールを受領している。 旅行社は、

ビジネストラベラーへの最初のコンタクトは、e-メールの使用を回避するべきである。 

E-メールは、既存顧客との関係の維持強化にのみ使用されるべきである。 
 多くのビジネストラベラーは、CAPPSⅡが、飛行場に於けるセキュリティー・スクリ

ーニングを改善するとは考えていない。 事前に旅客情報を登録しておく“register 
traveler”プログラムが効果を発揮すると考えている。 航空会社が一番この影響を受

ける事になるが、全ての旅行業界は、オンラインやオフライン旅行社を含んで、サイ

ト上のデータ・セキュリティーとプライバシー保護の問題に取り分け注意が必要。 
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2002 年 53%  

Unmanaged は 
オンライン派 

Call Center 業務の減少に拍車が掛かる 
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3. Forrester Research, March 31, 2004 

Web Travelers Respond To Best Rate Guarantees 

最低レート保証への消費者の対応（抜粋） 
 
 
ホテル業界を中心に、Best rate guarantee (BRG＝最低レート保証) が盛んになって来て

いる｡ 米国レジャートラベラーの 10 人に 2 人は、熱心な BRG の支持者だ｡  彼等はブ

ランド信奉者であるが、皮肉にもオンラインでの旅行購入をより好んでいる。 BRG は、

サプライヤーのシェアー維持（仲介業者に対する）に貢献すると同時に、オンライン旅行

社の、競合する同業者（オンライン旅行社）からのシェアー奪取にも貢献する。 
 
 
（注）： ホテル業界では、BRG により、自社サイト直販を増加させている。 これには、

以下の背景がある。 
 
① 9-11 直後に大量の空室を抱えたホテルは、Expedia や Hotls.com の如くの第三者サ

イト・マーチャント・ホテル販売に、安いネット・レート・インベントリーを提供し、

在庫（空室）の一掃をはかり、オキュパンシーの向上を試みた。 
② 第三者サイトは、ネットレートに、25～30％（時にはそれ以上の）マークアップを

載せて、インターネットの広いリーチを使って、仕入れた客室を格安レートで売り捌

いた。 
③ このマーチャント販売は大成功、その結果、ホテルは、第三者サイトに大きな販売

シェアーと価格のコントロール権までも奪われてしまう。 Expedia や Hotels.com
は、これにより大儲け、ホテルマーチャントに出遅れた Travelocity や Orbitz は、

利益計上が遅れる憂き目に会う。 第三者サイトが大儲けした分、ホテルの利益が

流出してしまったと言う意見がある。 
④ 予想以上のマーチャントの拡大に慌てたホテルは、BRG 制度を導入し、レートの統

一性と客室イールド管理に乗り出し、肥大した第三者サイトシェアーの取り取戻し

を開始している。 
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BRG を更にインパクトあるものにするためには、以下の消費者の迷い（ambivalence）を

取り除き、彼等の信頼を得る必要がる。 
 
① サプライヤーサイトが、オンライン旅行社サイトより、より大きな信頼を消費者から

得ているとはいえ、多くの米国オンライン旅行購入者は、どのサイトが、ベストレー

トを提供する最も信頼出来るサイトか判っていない。 
② レジャーとビジネス旅客の 19％近く（悲惨なほど悪い数値）が BRG は、空約束だと

思っている。 
③ 不信感を有しているものの、多くのレジャー旅客は、BRG は旅行会社の価値観を改善

すると思っている。 そして、BRG を保有するサイトを、保有しないサイトより好ん

でいる。 
 
 
 
 
 
 
 ③ 

 

③ 

 

 

 

① 

② 

半分近くのオンライン購入者の人達が、BRG は

サイトの信頼性に有効であると考えている 

彼等の不信感を取り

除く必要がある 
旅行者から信頼を勝ち取る必要がある 

この考えを増殖させ

る必要がある 
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BRG 支持者は、サ

プライヤーでなく

て、オンライン旅行

社を選んでいる 

 

 

オンライン旅行社の BRG 
四大オンライン旅行社のどれもが、BRG 制度を保有していない。 オンライン旅行社が、

サプライヤーに、BRG による抵抗を試みるのは愚かなことである。（取引中止される）  

その代わりに、オンライン旅行社は、BRG でもって、競合する同業者（オンライン旅行社）

からシェアーの奪取を狙うべきである。 
BRG の導入は、ホテルとレンタカーに制限するべきである。 エアラインは、ゼロコミッ

ションなので、BRG を導入する意味が無い。  
パッケージやクルーズは、無料トランスファーなどの、追加的バリューの組み込みを勘案

するべきである。 
 
サプライヤーの BRG 
仲介業者たちにシェアーを奪われているレンタカーは、BRG を早く導入するべきである。 
エアラインは、BRG の導入が難しい。 多様な運賃種別に加えて、複雑なイールド管理、

ルーティングなどにより、BRG による運賃の特定が困難を極める。 
クルーズは、その 95％は旅行社が販売している。 オンライン化率は、2009 年になって

も、タッタの 7％と予測されているに過ぎない。 直販が意味あるレベルまでに到達する

までは、BRG の導入は意味を持たない。 

情報 105  (平成 16 年 4 月 27 日)  TD 勉強会 7 



パッケージ・ホールセラーは、クルーズと同様、旅行社販売に依存している。 一部のホ

ールセラー、GOGO World Travel Vacations や Mark Travel は、自身の小売販売網、或い

は消費者直販用のブランドを作っている。 現在は、オンライン旅行社は、第三者ホール

セラーに、彼等のパッケージ・コンテントの幾つかを依存している。 しかし、2005 年ま

でには、彼等は、略全てのコンテントを自社で作り始めるだろう。 この場合は、ホール

セラーの BRG についても意味がない事になる。  
 
 
 
 
 

4. Forrester Research, April 1, 2004 

eLearning Takes Off With The Airlines 

航空業界に於ける e-ラーニング 
 
航空会社が、社内教育にテクノロジーを導入し始めている。 現在 10％のコンピューター

ベース・トレーニング（Computer-base training=CBT）と、Web ベース・インストラク

ションを、2007 年までに 50％（教室学習と同レベル）にまで拡大しようとしている。 
航空法で要請される教育（Compliance Training）がオンライン・トレーニングの、主たる

継続的なドライバーだ。 CBT トレーニングは、2007 年までに無くなり、Web ベース・

トレーニングがカテゴリー・ウイナーになるだろう。 航空会社は、航空会社間同士で、

協力して教材の業界標準コンテントの作成を試みるだろう。 以下はメジャー4 社（US, AA, 
DL, UA）の教育担当部門をインタービューした結果である。 
 
 
航空会社の、市場におけるマーケット活動が規制緩和されたとは雖も、パイロット、客室

乗務員、整備員の教育については、FAA などの厳しいいレールによって規制されている。 
 
インタビューした 4 社は全て、中央教育管理システム（central learning management 
system=LMS）により、社内教育（e-ラーニングであろうと教室学習であろうと）の管理

を行なっている。 航空会社は、社内教育へのテクノロジーの導入により、教育コストの

削減を図る一方で、コストセーブ以上の、以下の三つの効果を享受している。 LMS によ

り、社員の学習履歴、試験結果、資格更新日が管理され、人事記録（HR）とリンクされて

いる。  e-ラーニングは、航空会社にとって： 
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①一貫性があり、（マイアミやインドのムンバイやカナダのモントリオールであろうと、何

処であろうと、同じ情報に基づく一貫性のあるトレーニングが可能） 
②早く、（教室に於ける学習よりも、e-ラーニングは、＋50％も学習スピードが早い） 
③柔軟性に富む、（航空会社の移動性に富んだ社員に、スケジュールに囚われない、マイペ

ースの学習をさせる事が可能） 極めて効果の高い教育方法である。 
 
e-ラーニングが、教室学習の全てを駆逐してしまう訳ではない。 航空機オペレーション

教育の為の実機体験や、飛行場の現場に於ける OJT、或いは接客のトレーニングに特に必

要な仲間とのロールプレーイングは、決して疎かにされて良いものではない。 航空会社

は、e-ラーニングと教室学習や現場でのトレーニングを上手く組み合わせて、社員教育の

最大効果を上げようとしている。 導入されつつあるテクノロジーは、①会社のイントラ

ネットとインターネット、②CD－ROMs、③CBT トレーニングである。 CD-ROM や CBT
トレーニングは、イントラネットやインターネットのネットワーク・インフラ整備が進ん

で行く段階で、やがて消滅して行くものと思われる。 
 
e-ラーニングが効果を発揮する領域は、以下の 4 つ領域だ。 
① Compliance 

FAA は、航空会社が守らなければならない多くの遵守事項をルールで決めている。 そ

して航空会社は、そのルールを遵守（compliance）するための教育や試験を実施し、

その記録を保持する事を要請されている｡ FAA は、FAA 監査を条件に航空会社の e-
ラーニング方式を認めている。 この Compliance トレーニングの領域は、難しい旅

客(difficult passengers)の取扱い、危険廃棄物取扱い、安全情報管理をも含んでいる。 
② Transition 

客室乗務員の新機種への移行時の教育で、直接体験が必要なもの以外は、e-ラーニン

グで教育が実施されている。 基本的な航空機の情報を、グラフィックや単純なアニ

メーションで伝達している。 
③ Customer service 

飛行場や電話予約部門のエージェントは、オンラインでトレーニングを受けている。  

接客方法、予約手順、最新のプロモーションの新しい情報が、e-メールや pop-up job 
aids で、定期的に流されている。 

④ Personal and professional development 
リーダーシップ・スキルと人材育成（personal growth）の e-ラーニングコースは、社

員個人の新しい課題への挑戦と、組織の中に於ける専門性を高めてくれる。 教室学

習とのペアでしばしば実施される。 
 
e-ラーニングが適さない領域には、入社新人教育、peer-to-peer learning、ロールプレーニ

情報 105  (平成 16 年 4 月 27 日)  TD 勉強会 9 



ングがある。 
① 入社新人教育 

高度のヒューマンタッチが要求される航空会社は、新入社員に、会社の事業、顧客、

オペレーションとカルチャーを理解させる為に、対面教育がマスト必要である。 
② peer-to-peer learning 

80％の学習は、日常の体験の中から生まれる。 よく言われている通り、peer-to-peer 
ネットワークを通じた普段の学習が、e-ラーニングか教室学習のどちらかを理解させ

るの役立っている。 
③ ロールプレーイング 

オンライン・シミュレーションが成長し進化している。 然しながら、全てをこれで

代替出来ない。 客室乗務員や空港社員は、ロールプレーイングにより、サービスス

キルを向上させ、セキュリティーなどのような緊急の問題にも取り組むことが出来る

様になる。 
 
e-ラーニングの展開を進めていく上で、航空会社が直面する課題は以下で、これらに的確

に対処していく事が要求されている。 
 航空会社は、いろいろな社員職能集団を抱えている 

全ての社員がコンピューターになれている訳では無い。 50％以上の社員が日常にテ

クノロジーを使用している環境にはいない。 パイロットや客室乗務員グループは、

e-ラーニングへのチャネルシフトを受け入れ易いが、その他のグループは、reach 
issues to airports、インフラの障害、テクノロジーの受け入れなどの問題により、e-
ラーニングに抵抗するかも知れない。  

 多種多様なカルチャーの問題を、超越しなければならない 
教室に於ける教育が一般的であり、それに大きな価値が見出されている。 各国言語

に跨る多くの社員との、コミュニケートの問題がある。 
 異なったパラダイムへの順応が課題 

伝統的なテクノロジーリッチな環境では、学習の責任は、生徒の側に存在する。 自

発的なマイペースによる学習は、教える側が責任を持つ伝統的な教室に於けるパラダ

イムからのシフトを要求している。 
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